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平成 28 年度家畜ふん尿処理利用研究会 

「家畜ふん堆肥の肥料利用促進に向けた課題と技術開発および畜産環境に関する研究動向」 

開催要領 

１．開催趣旨 

 家畜ふん堆肥の利用促進は、資源循環型・環境保全型の農畜産業を推進する観点から重要な位置

づけとなっている。堆肥の流通や利用の面では、平成 24 年に混合堆肥複合肥料の公定規格が新設さ

れたことを受け、堆肥を原料とした肥料の製造法とその利用技術の開発が進められている。これま

でに 40 銘柄以上の混合堆肥複合肥料が登録されるなど、急速に肥料開発が進められ、資源循環型農

畜産業の推進や肥料コストの低減に貢献している。今後、堆肥を原料とした混合堆肥複合肥料等の

さらなる普及拡大により、輸入化学肥料への依存度を低減させ、肥料資源の安定確保や肥料価格の

安定化につなげる必要がある。そのためには、公定規格に適合し、かつ成型性の良好な原料堆肥の

確保が重要となる。そこで、土壌肥料分野と畜産分野が連携して混合堆肥複合肥料の開発とその利

用技術について検討するとともに、普及拡大に向けた課題を整理する。また、強化される排水基準

への技術対応など、最近の畜産環境に関する研究の動向について情報・意見の交換を行う。

２．開催日時 平成 28 年 11 月 10 日（木）13:15～17:00、11 日（金）9:00～12:00 

３．開催場所 農研機構畜産研究部門 大会議室（茨城県つくば市池の台２） 

４．主 催  農研機構畜産研究部門 

  共  催 農研機構中央農業研究センター 

５．内 容 

第１日目：11 月 10 日（木） 

挨 拶                                     13:15 - 13:25 

基調講演「畜産環境の現状と行政の動向」 

農林水産省生産局畜産部畜産振興課 課長補佐 田島 隆自 13:25 - 14:00 

【家畜ふん堆肥の肥料利用促進に向けた課題と技術開発】 

座長 農研機構中央農業研究センター 土壌肥料研究領域長 加藤 直人 

（１）堆肥を原料とした肥料開発の流れ 

農研機構中央農業研究センター 土壌肥料研究領域長 加藤 直人 14:00 - 14:35 

（２）豚ぷん堆肥を原料とした複合肥料の開発 

岐阜県農業技術センター 土壌化学部長 棚橋 寿彦 14:35 - 15:10 

休 憩  15:10 - 15:20 

（３）牛ふん堆肥を主原料とした全量基肥用の混合堆肥複合肥料の開発 

岡山県農林水産総合センター農業研究所 専門研究員 森次 真一  15:20 - 15:55 

（４）混合堆肥複合肥料の開発経過と製造における課題 

朝日工業株式会社 開発部肥料開発課 見城 貴志  15:55 – 16:30 

（５）総合討論  16:30 - 17:00 



第２日目：11 月 11 日（金） 

【畜産環境に関する研究動向】 

座長 農研機構畜産研究部門 水環境ユニット長 長田 隆  

（１）畜産排水規制の動向と技術対応の展望 

畜産環境整備機構 研究参与 田中 康男 9:00 -  9:40 

（２）温室効果ガス発生を抑制する炭素繊維担体を用いた排水処理技術 

岡山県農林水産総合センター畜産研究所 専門研究員 白石 誠  9:40 - 10:10 

休 憩  10:10 - 10:20 

（３）畜産廃水処理施設に存在する高濃度アナモックス汚泥 

農研機構畜産研究部門 上級研究員 和木 美代子 10:20 - 11:00 

（４）密閉縦型堆肥化装置における堆肥発酵熱利活用の可能性 

農研機構畜産研究部門 研究員 中久保 亮 11:00 - 11:30 

（５）総合討論  11:30 - 12:00 

６．参集範囲：農林水産省生産局、地方農政局、技術会議事務局、独立行政法人、国立研究開発法人、

都道府県試験研究機関、普及指導機関、大学、民間団体、民間企業等 

７．参加申込：下記ホームページから当研究会のお知らせを経由し、必要事項を入力してお申込くだ

さい。 

１０月２０日（木）を申し込み期限とさせていただきます。 

http://www.naro.affrc.go.jp/event/index.html 

８．事 務 局：農研機構畜産研究部門企画管理部企画連携室 運営チーム 

〒305-0901 茨城県つくば市池の台２ Tel.029-838-8290、 Fax.029-838-8606 
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豚ぷん堆肥を原料とした複合肥料の開発 
岐阜県農業技術センター 棚橋寿彦 

 

1．はじめに 

平成20年に見舞われた肥料費高騰は、肥料の使用から生産、販売に携わる者にとってこれまでの考

え方を改める大きな出来事であった。肥料費を抑え、適正な施肥を推進する機会となるとともに、輸入

に頼った我が国の不安定な肥料供給体制が危惧され、地域の未利用資源の活用を考える機会となった。

その中で家畜ふん堆肥の活用は対策の筆頭に挙げられてきた。堆肥には有効な肥料成分が含まれており、

これまで厳密な把握が困難とされてきた窒素肥効については実用技術開発事業18053１）により実用的な

評価方法を開発してきた。ただし、肥料的な活用を考えた場合に、家畜ふん堆肥には有効な窒素に比べ

てリン酸やカリが多く含まれており成分がアンバランスであること、散布の作業性の面でも粉状～塊状

であることから一概に肥料的利用といっても課題があるのも実態であった。これを改善するため、成分

バランスを調整したくとも法律上は特殊肥料である家畜ふん堆肥と普通肥料は混合することができない

となっていた。そのような中、堆肥と普通肥料を混合造粒する肥料規格「混合堆肥複合肥料」がH24

年に設定された。堆肥を肥料原料として活用することが可能であれば、堆肥が滞留傾向にある畜産農家

とすれば出荷先が確保でき、肥料メーカーとしては安価な原料として活用が可能となり、さらにその製

品が安価であれば利用する耕種農家にとってもメリットが生じ、今までにはない形態での堆肥利用がす

すむこととなる。そこでこれを契機として豚ぷん堆肥と普通肥料を混合した肥料を朝日工業(株)、ＪＡ

全農岐阜、岐阜県畜産研究所とともに商品化した。本報告では本製品の開発の経緯と、水稲での実用性

の評価と養分供給の面から改良等を実施してきたのでその事例を紹介する。 

 

2．開発の経緯 

①原料の選定 

開発のターゲットとして、肥料資源として最も高価

であり、100%輸入に依存しているリン酸に着目し、

肥料価格を低減することを狙った。そのため、リン酸

の含量が最も高い畜種である豚ぷんの堆肥を選定した。

本県の養豚業で堆肥化の主流となりつつある密閉縦型

発酵装置（縦型コンポ）による堆肥化方式は、副資材

を使用しない場合がほとんどであり、このため肥料成

分量が高いものが製造されている（図1）。 

特に今回は本県で生産されるものの中でもリン酸含

量が高い、乾物当たり約10%含む堆肥を原料に選定し

た。ただし、窒素は４%含まれているものの、作物生育に有効な可給的窒素は約1%でありリン酸やカ

リの含有量に比べて低く、主要な3成分を含む肥料としてみた場合は成分のアンバランスさが顕著なも
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図１ 岐阜県における豚ぷん堆肥のリン酸含量 

（乾物当たり、H22、n=13） 
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のであった。この堆肥については

長期にわたり成分調査をおこなっ

ており、非常に成分が安定してい

た２）（表1）。肥料原料として利用

するということは最終の製品とし

て成分量を保証することとなる。

このため、成分が安定しているこ

ともありこの堆肥を選定した。 

密閉縦型発酵方式で製造された

堆肥は粉状であり水分が比較的低いという特徴があり、耕種農家からは散布時の飛散があり利用が敬遠

されがちである。しかしながら、この特性は肥料原料として見た場合はむしろ扱いやすいという長所と

なった。 

②製品化のコンセプト 

本製品は初めて開発する製品であることから、広範囲に

需要が見込める水稲での利用を想定した製品とした。本県

では環境に優しい農業を推進するため独自の認証制度「ぎ

ふクリーン農業」を展開しており、化学肥料窒素を30%削

減した栽培が県下の水稲作付の約3割を占めている。さら

に、50%削減した体系（特別栽培農産物とほぼ同じ）も約

1割を占めており、減化学肥料栽培への取り組みが盛んで

ある。そこで、堆肥という有機物を用いることもあり、こ

れらへの利用を想定し開発する肥料は窒素のうち半分を有

機質原料由来とした。 

また、本県の水田土壌では可給態リン酸が十分な地域が

多いものの、加里は減肥できる含量ではない（JA全農岐

阜調べ）ため、窒素－リン酸－加里の成分比はリン酸を抑

えたV型の成分の肥料とした。 

最終的には堆肥を原料に約40％（混合時）使用し、水稲での施肥は側条施肥が主流であるため、これ

に対応可能な朝日工業(株)のアグレットシリーズで実績のある円形の粒状品とした。 

 

3．公定規格上の取り扱い 

 原料とした堆肥には養豚場の浄化槽で発生する凝集剤を使用した汚泥を含んでいるため肥料取締法で

は特殊肥料の堆肥ではなく汚泥発酵肥料の区分となる。「混合堆肥複合肥料」の規格設定と同時に「混合 

汚泥複合肥料」での汚泥発酵肥料の使用上限を2割から4割に変更する改正が行われた。そこで、今回

開発する肥料は原料が汚泥発酵肥料に区分されることから、「混合汚泥複合肥料」の規格での製品化を進

C/N 7.9  ± 0.3 水分　(%) 37.2  ± 2.3

窒素　(%) 4.06  ± 0.15 粗灰分(%) 38.6  ± 1.8

 有効窒素(%) 1.05  ± 0.10 ADOM(mg/g) 329  ± 22

リン酸(%) 10.5  ± 0.5 Cu (mg/kg) 522  ± 33

カリ 　(%) 4.09  ± 0.19 Zn (mg/kg) 1,040  ± 57

石灰　(%) 9.81  ± 0.59 pH 8.8  ± 0.2

苦土　(%) 3.23  ± 0.16 EC(mS/cm) 5.5  ± 0.8

表1 原料に選定した堆肥の成分変動２）より作表 

水分、pH(1:10)、EC(1:10)は現物当たり、他は乾物当たり 

有効窒素は速効性＋緩効性窒素（中央農研１）） 

平均値±標準偏差 H21～23 毎月調査 n=22 

表2  開発した肥料の主な特徴 

・商品名「エコレット048」

・豚ぷん堆肥を約40％使用（原料混合時）

・成分　10－4－8％ （窒素-リン酸-加里）

・窒素の50%は有機質由来

・主に水稲での利用を想定

・円形のため側条施肥田植機に対応する
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めることとした。しかしながらこの規格で使用可能な汚泥発酵肥料はし尿処理場由来のものに限られる

ことを熟知していなかっため製品化が頓挫しかかった。そこで、将来的な規格改正を前提とする「仮登

録」を申し入れH25年4月に認められ流通販売が可能となり、H28年2月に規格改正され本登録とな

った。 

 

4．利用方法と効果 

①培養時の窒素無機化 

開発肥料、既存の有機質由来窒素50%の肥

料、100%有機質肥料の30℃湛水培養での無

機態窒素率は全ての肥料で98日目に75～

80％程度であり大きな差はなかった３）（図2）。

スタート時の無機態には尿素を含めていない

ので試作肥料では36％であったが、尿素がす

ぐに無機化するため１週後には既存50%有

機態と同等になった。なたね油粕や既存

100%有機態では無機態をほぼ含んでいない

ため14日目までの無機態窒素率は開発肥料

や既存50%有機態に比較して低くなった。こ

のため、開発肥料では無機態窒素供給が温度に関わらず初期から5割以上確保され、長期的には窒素成

分の8割程度の肥効が期待できる。 

②利用時の収量 

 複数年次にわたり、開発肥料を用いた栽培試験を実施してきた。基肥に開発肥料を利用した場合には

生育・収量は側条施肥栽培と全層施肥栽培のいずれも慣行の化学肥料栽培と同等の結果が得られている。
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図2  培養での無機態窒素割合の推移３）（30℃湛水培養）

クリーン 30：ぎふクリーン農業30%減区分に適合、基肥に開発肥料を施用 

クリーン 50：ぎふクリーン農業50%減区分、特別栽培農産物に適合、基肥と穂肥に開発肥料を施用 

既存有機は有機由来窒素割合50％の既存肥料を開発肥料と同様に使用 

棒グラフ上の数値は慣行区を 100 とした場合の収量指数 

図3  開発肥料を用いた水稲栽培での収量３）より作図 
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また、基肥と穂肥両方で開発肥料を利用した場合には慣行の化学肥料栽培より１割程度減収する場合が

みられるが既存の有機態窒素50％の肥料とは同等の結果が得られている３）。 

一方で、この後に場内などの化学肥料栽培で軽度の硫黄欠乏が見られる場合があった。開発当初は無

機態窒素の一部を塩安により配合していたが、硫安に切り替えることで生育良好となり、増収する事例

が確認されたので、現在では硫安に切り替えたもので製品化している。 

 

5．終わりに 

本肥料を利用することで「ぎふクリーン農業」や特別表示農産物に適合した栽培ができ、なおかつ堆

肥を原料とすることから従来品に比べて安価であることをPR しながら現地での利用が進められている。

この点が評価されH28年度の作付けより県内の一部地域で本格導入となり約100tの利用があった。他

地域での検討もなされており、今後の更なる利用拡大に期待しているところである。 

今回はリン酸含量が約10%と高い堆肥を原料して製品化を行ってきた。現在の肥料規格では堆肥が原

料として4~5割まで使用可能であるが、昨今の資材費低減や地域資源の有効活用という観点からみれば、

今回のような肥料成分が高い堆肥では自由に普通肥料と混合可能となることが望ましいと考えている。

このため、これを可能とする公定規格の設定が必要と考えており、このための取り組みを朝日工業(株)

と行っている。 
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混合堆肥複合肥料の開発経過と製造における課題 

 

                      朝日工業株式会社 開発部 肥料開発課  

見城 貴志 

 

背景 

平成 20 年以降の肥料価格の変動は、現在の農業経営に非常に大きな影響を与えている。 

そのため、農業経営に大きな影響を与える肥料や農薬等の資材の低コストは緊急の課題で

ある。今後の化石資源の枯渇問題を考えると、肥料原料として国内外で発生している有機

資源や未利用資源を活用していくことは重要であると考えられる。また、高成分の有機資

源として利用されているフェザ－ミ－ルや菜種粕等は、海外に依存している点や飼料との

競合があるため、今後、肥料原料としての供給量や価格の変動に不安がある。そのため、

国内で発生している未利用の有機資源には高い価値があると考えられるが、その利用には

様々な課題が残っている。 

肥料成分や炭素源を多く含む堆肥は、既に特殊肥料として農業現場で利用されているが、

品質やハンドリング、臭気の問題から、その利用は制限されてきた。一方、堆肥は普通肥

料の原料として使用することはできなかったため（加工家きん糞肥料を除く）、その利用に

は多くの課題があった。この制限は、平成 24 年 9 月に新設された「混合堆肥複合肥料」、「混

合汚泥複合肥料」の規格の新設によって解除された。「混合堆肥複合肥料」の規格では、一

定の成分含量を有する家畜ふん堆肥および食品由来堆肥を乾物として 50％以下の割合で普

通肥料と混合することが可能となった（図 1）。また、その製造方法には成型、加熱乾燥す

ることが条件として示されており、雑草種子や有害微生物の混入を防ぐことができること

に特徴がある。これらの規格は一定の品質の堆肥を肥料原料に使用することを可能とし、

今後、堆肥の利用促進や肥料の低コスト化に貢献していくと期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 1. 公定規格改正の概要       図 2.縦型密封型堆肥化装置 

 

堆肥を肥料原料として扱う技術 

 堆肥は、様々な設備で製造されることや異なる副資材の使用、保管条件により、年間を

通じて一定の品質の堆肥を得ることは簡単ではないと言える。肥料原料として使用するた

めには、一定の物性や水分等の化学性を有する堆肥を確保する必要がある。副資材として

使用される籾殻やおが屑は、使用割合によっては肥料の成型性に影響を及ぼし、成型でき

る肥料の形状を制限してしまうことがある。堆肥を肥料原料として使用するために、豚ぷ

39



ん堆肥と鶏ふん堆肥を対象に、異なる堆肥化方式で製造された堆肥の肥料化を検討した。

検討の結果、様々な堆肥化方式の中で、副資材の使用が少ない縦型密封型堆肥化装置(図 2)

で製造されたものに限定することで、年間を通じて水分や成分変動の少ない最適な堆肥を

原料として使用することが可能になった。また、堆肥化方式を限定しても、年間の水分の

変動は高く、製造に適した原料とするためには製造現場での工夫が必要である。その工夫

の一つとして、原料として使用する前に、専用の堆肥 2次保管ヤ－ド(図 3)において、一定

期間の保管を行なうことで品質をより均一化させる処理を行なっている。この処理は非常

に重要な工程であり、一定水分の堆肥を使用することができるため、製造の安定化を図る

ことができる。また、農業現場で問題となる臭気等を軽減する効果もあり、このような処

理なしに、未利用資源である堆肥を有効に活用することはできないと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 3．堆肥専用の 2次保管ヤード 

 

混合堆肥複合肥料「エコレット」について 

 エコレットは「混合堆肥複合肥料」の規格改正を受けて、JA 全農、各県研究機関と共同

開発した堆肥の利用促進を図れる新しい資源循環型の肥料として開発された。現在は、関

東、関西を中心に販売を実施している。形状は粒状「エコレット」、ペレット状「エコペレ

ット」があり、成分についても多くのパターンを有する(図 4,5,6)。 

 

 
図 4. エコレットの形状 

 

40



 

図 5．販売銘柄一覧（平成 28 年度現在） 

注：販売県によって取り扱い銘柄が異なります。お問い合わせは下記までお願いいたしま

す。朝日工業株式会社 開発部 TEL(0274)52-3100 

 

    
図 6. 肥料袋（銘柄の一部） 
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混合堆肥複合肥料「エコレット」の今後 

 混合堆肥複合肥料の規格の新設によって、肥料原料として畜産、食品残渣堆肥の堆肥が

利用できるようになった。肥料原料として堆肥を利用するためには、品質の安定化や臭気

の問題等、取り扱いに課題はあるが、この規格の新設により、堆肥の利用は促進されると

考えられる。一方、国内の堆肥の発生量は多く、更なる利用方法を確立する必要もあると

考えられる。肥料原料として利用を増加するためには、発酵方式や投入する副資材の種類

によって堆肥を限定することだけでなく、2 次堆積処理等、品質を安定化させる技術や施設

を、研究機関や農家、製造メーカーがそれぞれ検討していく必要がある。今後、より安定

的な生産が可能となる堆肥の製造方法が確立されれば、多くの企業が利用を拡大し、肥料

原料としての利用量は増加していくと考えられる。 

 未利用資源の利用は、資材を低コスト化する効果的な方法であるが、それを取り扱うた

めには多くの課題を解決する必要がある。課題を解決することは容易ではないが、未利用

資源を利用した資材が増加することは、国内外の持続的な農業生産にとって重要であると

考えられる。 
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畜産環境に関する研究動向 
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温 室 効 果 ガス発 生 を抑 制 する炭 素 繊 維 担 体 を用 いた排 水 処 理 技 術   

              岡 山 県 農 林 水 産 総 合 セ ン タ ー   

                             畜 産 研 究 所  経 営 技 術 研 究 室  白 石  誠  

１ ． 背 景 と 目 的  

近 年 、 温 室 効 果 ガ ス （ Ｇ Ｈ Ｇ ） の 発 生 量 が 増 加 し た た め 気 温 の 上 昇 や 集

中 豪 雨 等 に よ る 農 作 物 や 人 的 な 被 害 が 顕 在 化 し て き た 。 こ の よ う な 状 況 の

中 、気 候 変 動 に 関 す る 政 府 間 パ ネ ル (Ｉ Ｐ Ｃ Ｃ ）第 ５ 次 報 告 書 で は 、温 暖 化

に 対 す る 緩 和 対 策 等 が 行 わ れ な い と 2100 年 に は 平 均 気 温 が 最 大 4.8℃ 上 昇

す る と さ れ て い る １ ） 。  

  Ｇ Ｈ Ｇ の 発 生 は 畜 産 経 営 か ら も 認 め ら れ て お り 、2014 年 度 に お け る 家 畜

ふ ん 尿 処 理 区 分 か ら の Ｇ Ｈ Ｇ 排 出 量 は 一 酸 化 二 窒 素 （ Ｎ ２ Ｏ ） が 4,494  

k t - C O 2 換 算 、メ タ ン（ Ｃ Ｈ ４ ）が 2,36 1 k t - C O 2 換 算 で あ り 、我 が 国 の Ｇ Ｈ Ｇ

総 排 出 量 の そ れ ぞ れ 0.3 %、 0.2 %を 占 め て い る ２ ） 。 ま た 、 1990 年 度 の 排 出

量 と 比 較 す る と Ｎ ２ Ｏ は 5.8%の 増 加 、 Ｃ Ｈ ４ は 29.6 %の 減 少 と な っ て い る

２ ） 。 増 加 が 認 め ら れ て い る Ｎ ２ Ｏ に つ い て は 、 温 室 効 果 が 二 酸 化 炭 素 （ Ｃ

Ｏ ２ ） の 298 倍 と 高 く 、 特 に 浄 化 処 理 か ら の 排 出 係 数 は 養 豚 で 2.87 %

（ g-N 2 O - N / g - N） 、 酪 農 ・ 肉 牛 共 通 で 5.0 0％ （ g-N 2 O - N / g - N） と 処 理 区 分 の

中 で も 最 も 多 く 発 生 し て い る 。 こ の た め 、 Ｎ ２ Ｏ に 対 す る 早 急 な 対 策 が 必

要 で あ る 。  

 浄 化 処 理 施 設 か ら 発 生 す る Ｎ ２ Ｏ 対 策 と し て は 、 間 欠 曝 気 の 効 果 が 確 認

さ れ て い る ３ ） 。し か し 、現 地 に お い て 導 入 す る 場 合 、施 設 設 計 値 の 把 握 や

運 転 管 理 等 の 適 切 な 実 施 を 行 わ な い と 処 理 水 質 の 悪 化 な ど に つ な が る 恐 れ

が あ る 。   

こ の よ う な 中 、 曝 気 槽 内 に 生 物 膜 の 担 体 と な る 炭 素 繊 維 （ 図 １ ） を 投 入

し て 硝 化 脱 窒 を ス ム ー ズ に 進 行 さ せ （ 図 ２ ） 、 Ｎ ２ Ｏ の 発 生 を 削 減 す る 生

物 膜 法 が 山 下 ら ４ ） に よ り 開 発 さ れ た 。  

 そ こ で 、 こ の 炭 素 繊 維 担 体 を 用 い た Ｇ Ｈ Ｇ 削 減 技 術 を 実 規 模 レ ベ ル へ つ

な げ る た め に 、 有 効 容 積 0.7m 3 の 曝 気 装 置 を 作 成 し 、 炭 素 繊 維 担 体 を ろ 材

と し て 用 い た 生 物 膜 法 が Ｎ ２ Ｏ 等 の Ｇ Ｈ Ｇ 発 生 に 及 ぼ す 影 響 に つ い て 調 査

し た 。  
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２ ． 材 料 と 方 法  

（ １ ） 試 験 方 法  

  試 験 は 、当 所 の 養 豚 ゾ ー ン（ 飼 養 頭 数 250 頭 ）及 び Ａ 農 場（ 飼 養 頭 数 4,00 0

頭 ） の ２ カ 所 で 実 施 し た 。  

試 験 シ ス テ ム を 図 ３ に 示 し た 。 曝 気 槽 に 使 用 し た 容 器 は 約 １ m3 (縦 90c m

×横 90c m×高 さ 124. 5 c m）で 有 効 容 積 を 0.7m 3 と し た 。そ し て 、ガ ス 採 取 の

た め 上 部 に 天 蓋 を 設 置 し 、 天 蓋 の 中 心 部 ま た は 曝 気 槽 側 壁 上 部 に 穴 を 開 け

て 内 径 ３ mm の ガ ス 採 取 用 Ｐ Ｔ Ｆ Ｅ チ ュ ー ブ を 挿 入 、測 定 機 器 内 の ポ ン プ に

よ り 吸 引 し た 。   

な お 、 採 取 さ れ な か っ た 曝 気 の ガ ス は 天 蓋 等 の 隙 間 か ら 排 出 さ れ る 構 造

と し た 。  

  供 試 汚 水 は 、 ス ク レ ー パ ー に よ り ふ ん 尿 分 離 さ れ た 豚 尿 排 水 を 用 い た 。  

汚 水 の 投 入 量 は Ｂ Ｏ Ｄ 容 積 負 荷 が 0.2～ 0. 3 k g / m 3 /日 と な る よ う 設 定 し 、1

日 1 回 口 径 40mm の ポ ン プ （ 170 L / m i n、 揚 程 6m、 0.15 k w） を 用 い て 投 入 し

た 。曝 気 は 下 部 か ら 散 気 管 に よ り 行 い 、1 時 間 当 た り 4.8～ 6.0 m 3 で 23 時 間

連 続 曝 気 、そ の 後 1 時 間 曝 気 を 停 止 し 沈 殿 、曝 気 停 止 45 分 後 に 汚 水 を 投 入

・ 排 出 す る 回 分 式 と し た 。  

処 理 方 法 は 試 験 区 と し て 生 物 膜 法 を 用 い た 。 前 述 し た よ う に 、 生 物 膜 法

は 微 生 物 膜 表 面 が 好 気 性 、 内 部 が 嫌 気 性 と な り 硝 化 脱 窒 が ス ム ー ズ に 進 む

た め 一 酸 化 二 窒 素 の 発 生 抑 制 が 期 待 で き る （ 図 ２ ） 。 生 物 膜 の ろ 材 に は 山

下 ら ４ ）が 用 い た 炭 素 繊 維 担 体 を 利 用 し た 。炭 素 繊 維 は ア ク リ ル 樹 脂 や 石 油 、

石 炭 か ら と れ る ピ ッ チ 等 の 有 機 物 を 繊 維 化 し た 後 、 特 殊 な 熱 処 理 工 程 を 経

て 作 ら れ る 微 細 な 黒 鉛 結 晶 構 造 を も つ 繊 維 状 の 炭 素 物 質 ５ ） で あ る 。本 試 験

に 供 試 し た 炭 素 繊 維 担 体 は 、 軽 く て 腐 蝕 せ ず 、 繊 維 が 水 中 で 広 が り 表 面 積

が 拡 大 さ れ 吸 着 浄 化 能 力 を 高 め る 特 徴 が あ る （ 図 １ ） 。  

  な お 、 対 照 区 と し て は 代 表 的 な 浄 化 処 理 方 法 で あ る 活 性 汚 泥 法 を 用 い 、

汚 水 及 び 処 理 水 等 の 成 分 と 温 室 効 果 ガ ス で あ る Ｎ ２ Ｏ 等 の 調 査 に よ り 両 法

が Ｇ Ｈ Ｇ 発 生 に 及 ぼ す 影 響 を 比 較 検 討 し た 。  

 

（ ２ ） 測 定 方 法 及 び 測 定 項 目  

１ ） ガ ス の 測 定  

  測 定 に 供 す る ガ ス は 、 前 述 し た と お り 天 蓋 等 に 挿 入 し た Ｐ Ｔ Ｆ Ｅ チ ュ
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ー ブ を 通 し て 測 定 機 器 へ 導 入 し 、Ｇ Ｈ Ｇ と し て Ｎ ２ Ｏ 及 び Ｃ Ｈ ４ 、悪 臭 と

し て ア ン モ ニ ア （ Ｎ Ｈ ３ ） を マ ル チ ガ ス モ ニ タ ー 及 び マ ル チ ポ イ ン ト サ

ン プ ラ ー に よ り 、 数 分 ～ 15 分 間 隔 で 連 続 的 に 測 定 し た 。  

Ｎ ２ Ｏ 、 Ｃ Ｈ ４ 及 び Ｎ Ｈ ３ の 排 出 量 に つ い て は 、 曝 気 量 と 曝 気 槽 へ 導 入

さ れ る 新 鮮 空 気 及 び 曝 気 に よ る 排 気 ガ ス の 濃 度 差 異（ mg/m 3）か ら 求 め た 。 

２ ） 水 質 の 測 定  

汚 水 、 曝 気 槽 内 、 処 理 水 に つ い て 週 １ 回 以 上 サ ン プ リ ン グ を 行 い 測 定

し た 。 測 定 項 目 は ｐ Ｈ 、 Ｅ Ｃ 、 Ｃ Ｏ Ｄ 、 Ｂ Ｏ Ｄ 、 Ｓ Ｓ 、 Ｔ － Ｎ 、 Ｋ ｊ －

Ｎ 、Ｎ Ｈ 4－ Ｎ 、 Ｎ Ｏ ｘ － Ｎ 、Ｎ Ｏ 2－ Ｎ 、 Ｎ Ｏ 3－ Ｎ 、Ｔ － Ｐ 、Ｖ Ｓ 及 び 強

熱 残 留 物 と し た 。  

３ ） 曝 気 槽 内 の 性 状 調 査  

曝 気 槽 内 の 性 状 を 調 査 す る た め 、水 面 下 30c m で ｐ Ｈ 、溶 存 酸 素 、液 温

を デ ー タ ロ ガ ー に よ り 10 分 間 隔 で 記 録 し た 。ま た 、活 性 汚 泥 濃 度（ Ｍ Ｌ

Ｓ Ｓ ） の 測 定 も 併 せ て 行 っ た  

４ ） 調 査 期 間  

  試 験 は 中 間 的 な 気 温 と な る 春 季 と 秋 季 に 実 施 し た 。 春 季 が 畜 産 研 究 所

４ 月 ～ ５ 月 、Ａ 農 場 ６ 月 ～ ７ 月 、秋 季 が 畜 産 研 究 所 、Ａ 農 場 と も 10 月 ～

11 月 と 計 ４ 回 試 験 を 実 施 し た 。  

 

３  結 果 及 び 考 察  

Ｎ ２ Ｏ 濃 度 は 畜 産 研 究 所 、 Ａ 農 場 と も に 炭 素 繊 維 を 用 い た 生 物 膜 法 （ 試

験 区 ） が 活 性 汚 泥 法 （ 対 照 区 ） に 比 べ 低 く 推 移 し た 。 Ｎ ２ Ｏ の 発 生 量 に つ

い て は 、畜 産 研 究 所 試 験 で 試 験 区 が 10.5 g～ 16. 1 - N 2 O / k g - N、対 照 区 が 20.8

g～ 52 . 6 g - N 2 O / k g - N、 Ａ 農 場 で は 試 験 区 が 11.0 g～ 64. 3 g - N 2 O / k g - N、 対 照 区

65.8 g～ 119 . 3 g - N 2 O / k g - N と な り 、 い ず れ も 試 験 区 に お い て も Ｎ ２ Ｏ 発 生 量

が 明 ら か に 少 な い 結 果 で あ っ た （ 図 ４ 、 ５ ） 。  

ま た 、 水 質 調 査 結 果 か ら 、 対 照 区 は 試 験 区 と 比 較 し て 脱 窒 が 進 行 せ ず 硝

酸 ･亜 硝 酸 態 窒 素 が 蓄 積 し て ｐ Ｈ を 低 下 さ せ る 結 果 と な っ た が 、炭 素 繊 維 で

は 硝 酸 ･亜 硝 酸 態 窒 素 の 蓄 積 が 少 な く ｐ Ｈ の 顕 著 な 低 下 は 認 め ら れ な か っ

た 。  

こ れ ら の こ と か ら 、 炭 素 繊 維 ろ 材 で は 生 物 膜 内 部 に お い て 硝 化 脱 窒 が ス

ム ー ズ に 進 行 し 、 そ の 結 果 Ｎ ２ Ｏ の 発 生 量 が 低 下 し た も の と 考 え ら れ た 。  
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４  ま と め   

 有 効 容 積 0.7ｍ ３ の 曝 気 槽 を 用 い て 、炭 素 繊 維 を 用 い た 生 物 膜 法 と 活 性 汚

泥 法 か ら 排 出 さ れ る Ｇ Ｈ Ｇ を 測 定 し た と こ ろ 、 Ｎ ２ Ｏ 発 生 量 は 、 炭 素 繊 維

を 用 い た 生 物 膜 法 が 活 性 汚 泥 法 に 比 較 し て 17～ 50％ と 少 な く 、本 法 は Ｇ Ｈ

Ｇ 削 減 に 有 効 で あ る と 考 え ら れ た 。  

 

５  今 後 の 課 題  

 今 回 の 試 験 に よ り 、 炭 素 繊 維 を ろ 材 と し て 用 い る 生 物 膜 法 は 温 室 効 果 が

高 い Ｎ ２ Ｏ の 削 減 に 有 効 な 方 法 と 考 え ら れ 、 今 後 農 家 へ の 普 及 を 図 る た め

に は 実 規 模 で の 試 験 が 重 要 と な る 。  

ま た 、 本 法 は 、 新 た に 設 置 さ れ る 浄 化 槽 で は 設 計 段 階 で 導 入 が 検 討 で き

る た め 特 段 の 問 題 は な い と 考 え ら れ る が 、 既 存 の 浄 化 槽 へ 導 入 す る 場 合 で

は 、 活 性 汚 泥 法 の 性 能 を 維 持 し つ つ 炭 素 繊 維 担 体 を 設 置 す る 必 要 が あ る た

め 、 浄 化 槽 内 の 配 管 や 散 気 管 等 の 位 置 に 配 慮 し て 導 入 の 検 討 を 行 う 必 要 が

あ る 。  

以 上 の こ と か ら 、 今 後 は 実 施 設 に お い て 削 減 効 果 を 検 討 す る と と も に 試

験 の 設 計 諸 元 デ ー タ を 蓄 積 し 、 技 術 の 最 適 化 を 図 っ て い く 必 要 が あ る 。  
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図 1 炭 素 繊 維  

 

図 ２  活 性 汚 泥 法 と 生 物 膜 法 の 比 較  
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図 ３  試 験 シ ス テ ム

炭素繊維を用いた生物
膜法からのN2O発生が明
らかに少ない。

生物膜内部において硝
化脱窒がスムーズに進
行するため硝酸の蓄積
が少なくなり、N2Oの発
生量が低下（活性汚泥
法の50%）

活性汚泥法の
50％

N2O発生量

 

図 ４  畜 産 研 究 所 結 果  
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炭素繊維を用いた
生物膜法からのN2O
発生量が明らかに

少ない

炭素繊維による生物膜
法は内部において硝化
脱窒がスムーズに進行
するため硝酸の蓄積が
少なく、N２Oの発生量
が活性汚泥法の17%に低
下。

活性汚泥
法の17％

N2O発生量

 

図 ５  Ａ 農 場 結 果  

 

参 考 文 献  

（ １ ） 環 境 省 .201 4 .Ｉ Ｐ Ｃ Ｃ 第 5 次 報 告 書 の 概 要 ― 第 1 作 業 部 会 （ 自 然 科

学 的 根 拠 ） . 

（ ２ ） 日 本 国 温 室 効 果 ガ ス イ ン ベ ン ト リ 報 告 書 .20 1 5 .温 室 効 果 ガ ス イ ン ベ

ン ト リ オ フ ィ ス （ GIO） 編 . 

（ ３ ）長 田 隆 .200 2 .豚 の ふ ん 尿 処 理 に 伴 う 環 境 負 荷 ガ ス の 発 生 .畜 産 草 地 研

究 所 研 究 報 告 第 2 号 . 

（ ４ ）山 下 恭 広 .201 5 .炭 素 繊 維 担 体 を 利 用 し た 汚 水 浄 化 処 理 技 術 .畜 産 技 術

2015 年 7 月 号 ,18- 2 1 .  

（ ５ ） JCMA 炭 素 繊 維 協 会  

htt p : / / w w w . c a r b o n f i b e r . g r . j p / m a t e r i a l / i n d e x . h t m l  

 

99



100



畜産廃水処理施設に存在する高濃度アナモックス汚泥 

 

農研機構 畜産研究部門 和木美代子 

 

はじめに 

畜舎廃水処理において、水質汚濁防止法の健康項目における「アンモニア、

アンモニウム化合物、亜硝酸化合物及び硝酸化合物」への対応が急がれる。こ

の規制項目は公共用水域に水を排出する特定事業所すべてに適用される。一律

排出基準として、100mg/L が設定されているが、これに対して、畜産農業では当

該汚水における窒素除去が困難であるとの理由から暫定基準が設定されており、

現在は 600mg/L である（2019 年 6 月まで）。当該基準は、今後さらに厳しくな

る可能性もあり、一律排水基準を見据えた窒素除去技術開発が必要である。 

 

硝化・脱窒による窒素除去反応 

畜産廃水は主に活性汚泥処理により処理されているが、活性汚泥処理過程で

の窒素除去は、硝化反応および脱窒反応により起こる。硝化反応は、酸素のあ

る好気的な条件で起こり、アンモニア酸化細菌により、アンモニアが酸素で酸

化され亜硝酸が生成する、もしくは、さらに亜硝酸酸化細菌により、亜硝酸が

酸素で酸化され硝酸が生成する反応である（図１）。脱窒反応は酸素の無い無酸

素条件で従属栄養細菌により起こり、硝酸もしくは亜硝酸が、汚水に含まれる

有機物により還元され、窒素ガスが発生する反応である。この硝化反応と脱窒

反応がバランスよく起こることにより窒素除去が行われる。硝化反応と脱窒反

応は、好気条件と無酸素条件のように、適する条件が異なるが、実際には、活

性汚泥浄化槽の中では曝気をしていても部分的に無酸素な空間が生じる、溶存

酸素濃度が低く両反応に適用される条件が生じる、また窒素除去を目的として

間欠曝気処理が適用されている等の理由で、曝気槽内では両反応が共存して、

窒素が除去される。 

筆者らがおこなった養豚廃水の処理をおこなう活性汚泥処理施設の調査で

は、流入水には平均 1300mgN/L の窒素が含まれていたが、概ねその半分以上が、

処理過程で除去されていた。しかし一方で、それらの処理水には依然、平均
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430mg/L といった高い濃度の窒素が残存しており、将来、窒素規制が強化され

た場合は、施設によっては窒素除去の高度処理が必要であると考えられる[1]。 

硝化・脱窒反応により十分な窒素除去を行うには、畜産廃水のように脱窒反応

のための有機物（メタノール等）を新たに加える事がコストの点から困難な場

合、処理前の原汚水に含まれる有機物/窒素比が十分に高い必要がある。養豚廃

水処理において、適切な間欠曝気または回分式運転を行うことで、硝化反応―

脱窒反応を保持し 90％以上の窒素除去を行うのに必要な有機物/窒素比(BOD/N

比)は３程度以上との報告があるが[2][3]、筆者らが調査した養豚廃水処理施設

の一次処理水（活性汚泥流入水）の BOD/N 比は、平均 2.7 で、最小 0.02、最大

5.1 であり、有機物濃度が窒素除去の視点で不足している施設が存在する[1]。 

 

図１ 窒素代謝に関わる微生物反応 

 

アナモックス反応 

アナモックスは、アンモニアと亜硝酸という無機窒素化合物同士をカップリ

ングさせることにより、窒素ガスを生成する微生物による反応である（図１）。

1990 年代に工場廃水の浄化処理施設に存在することが見出された[4]。その反

応は脱窒のための有機物が不要であることから、有機物/窒素バランスの低い汚
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水からの窒素除去への利用が期待されている。当該微生物の特徴として、独立

栄養細菌でありその増殖速度が極端に遅いこと、すなわち、まとまった量の菌

体を得るのに長い培養期間を要することが挙げられる。反応は無酸素条件下で

起こるが、多少の酸素に触れても直ちに死滅することは無い。また、菌体濃度

が高まると、菌体の多くを占める、ヘムを持つヒドラジン酸化酵素のため、赤

く見える。当該反応を用いた処理のための装置化においては、反応に亜硝酸が

必要であり、亜硝酸は好気条件下で容易に硝酸に酸化されることから、亜硝酸

酸化反応を押さえながら、基質となる亜硝酸を汚水中に保持することに技術を

要する。 

 

畜産廃水処理施設における高濃度のアナモックス菌 

アナモックスは従属栄養細菌に比べて増殖速度が各段に遅いことから、通常

の有機物が多く含まれる汚水においては、そこに含まれる菌の濃度は極端に低

い。環境サンプル中の微生物濃度を調べる手段として、定量 PCR の技術がある。

当該技術は、非常に感度が高いことから、当該手段を用いれば、汚水（汚泥）中

にアナモックス菌の存在が検出される場合もあるが、多くの場合その濃度は高

くなく、それらの汚泥を用いてアナモックス菌を集積する場合、最適条件におい

ても数ヶ月はかかる。 

しかし、筆者らは、養豚廃水の活性汚泥処理施設において、バイオフィルム

に着目して調査を行った結果、非常に高濃度のアナモックス菌が複数施設にお

いて存在していることを見いだした。汚泥は目視で赤いことが確認され、最も高

いもので、約 300 μmol-N2/g-IL/h の活性が示された。これは単純に計算する

と、MLVSS 5000 mg/L の条件で、1kgN/m3/day の窒素除去活性を持つ事に相当す

る。すなわち、汚泥は、集積過程を経ることなく、アナモックスリアクターとし

て利用なレベルであると言える。汚泥中にはアナモックス菌である、Candidatus 

Brocadia もしくは Ca. Jettenia に近縁な微生物が存在していた。このような

バイオフィルムは曝気槽中の溶存酸素濃度が低い施設において見いだされる傾

向があった。このような溶存条件、現象は、硝化・アナモックス・脱窒反応が同

時に起こるプロセス（SNAD (simultaneous partial nitrification, anammox 

and denitrification) process [5]に共通しており、汚泥が見いだされた施設
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においても、当該反応が起こっていたと推測された。バイオフィルムに着目して

調べることにより、畜産処理施設において、高濃度のアナモックス菌を含む汚泥

を入手できる可能性がある。今後は、当該汚泥を用いて、処理装置を運転する予

定である。 
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